






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(33） 周知の通り、Wigmoreは、 「信頼性(renabinty)」ではなく、 「信用性の
状況的保障(circumstantialguaranteeoftrustworthiness)」という言い回し
を用いていたが、法廷意見では、 「『信頼性』、すなわち、Wigmoreの術語に
よれば、信用性の状況的保障」との言い換えを行っている箇所が見られるこ
とから、この2つの用語は同義のものとして扱われていると思われる。Rv.
Smilh,s""note31,at933.
(34)".at932.
(35） 必越このように、最高裁は、Khan判決の考え方はⅧgmoreの見解に
沿ったものであるという点を強調している。もっとも、Ⅷgmoreは、必要
性と信用性の状況的保障を基準として伝聞例外の類型の創出が正当化される
としているに過ぎず、これらについて裁判所が個別具体的に検討すべきと主
張したわけではない。その意味で、Khan判決とWigmoreの見解との間に
は明確な違いがあるといえる。この点を指摘する文献として、Munday,
S"71cnote8,at571がある。
(36) Rv.B(KG) [1993]1SCR740.なお、同判決から、最高裁自身がプリ
ンシプルド・アプローチという名称を用い始めている。
(37) Rv・Finta[1994]1SCR701,at854.
(38) Rv.Hawkins[1996]3SCR1043,para.66.
(39) Rv.'Int(1997),350R(3d)641,at654において、その点が明示されてい
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る。
(40) Choo,s""note8,atl69;Iedennanetal.,s"rcnotel8,56.81.
(41) RvStarr[2000]2SCR144;R､v.Mapara[2005]1SCR358;R.v.
Khelawon[2006]2SCR787.
(42) PacioccoandSmesser,s""notel5,atl26-127;Ifdennanetal.,s""
notel8,66.85参照。
むろん、いかなる場合に必要性および信頼性の要件を充足するかという点
についてなど、プリンシプルド・アプローチの具体的適用をめぐる議論は現
在においても盛んであり、大量の判例が出現しているが、現在のところ枠組
みそれ自体は定着している。
(43) Iedennanetal.,s"ranotel8,66.89-6.92参照。
(44） その詳細については、佐藤・前掲注（1） 「イギリスにおけるコモンロ
ー上の伝聞法則（1）」138-139頁参照。
(45) Rv.Hawkins,s""note38,para.60.
(46） この特徴に言及した判例は、枚挙にいとまがない。近時のものとして、
例えば、Rv・Bradshaw[2017]1SCR865,para､20がある。
(47) Rv.Wysochan(1930),54CCC172(SaskCA).
(48) PacioccoandSmesser,s"mnotel5,atl22は、そもそも裁判所はこの論
点を見落としていた可能性があることを指摘している。
(49) Rv.Edwal･ds(1994),190R(3d)239.
(50） ここでは、多数の電話が掛かってきたという事実それ自体に関連性が認
められるという判断がなされたと考えられる。これは、薬物を要求した人物
の数が多くとも、その事実自体に関連性が認められるものではないとした
Kearley判決－この点に批判が集まった－とは逆の立場であるといえ
る。
(51) Rv.Wilson(1996),290R(2d)97.
(52) Rv.Ly[1997]3SCR698.
(53) Rv.Iy(1996),193AR149(CA).
(54) Rv.Baldree,S""notell,paras､49-53.
(55) Baldree判決を紹介・分析する文献として、特に、GenyFbrgusonand
BenjammLBelger,"RecentDevelopmentsmCanadianCriminallaW' (2013)
37CriminallawJoumal315;ChrisHuntandMicahRankin,"Hearsaybylmph-
cation:RvBaldreざ(2014)18htemationalJoumalofEvidenceandProofl81;
ChrisdeSa,"RevisitingBaldree:AnalyzingtheUnderbingBasisibrtheAdmis-
132 早稲田大学大学院法研論集第174号（2020）
sionoflmpliedAssertion5(2017)22CanadianCriminallawReviewl21参照。
(56） つまり、薬物要求者が多数存在したKearley判決やEdwards判決、被
告人と警察官との間の薬物取引の過程での会話が問題となった町判決と比
較して、薬物要求者の「黙示的主張」に依拠しなければ、関連性が認められ
にくい事実関係であったといえる。
(57) Rv.Baldree(2012),1090R(3d)721.
(58） なお、最高裁は、両者を区別する「原理上の理由はない(thereisno
principledreason)」という言い回しを用いた説明を行っている。R.v.
Baldree,s""cnotell,paras.40-43.
(59) ".paras.45-48.
(60） オーストラリアの動向については、次稿以降説明を加える。
(61) Rv.Baldree,s"Mznotell,paras.55-56,61,64.
(62） 例えば、ある建物で火事が発生したことを証明する目的でなされる、当
該建物内に消火器を抱えて駆け込んだ人物がいるということの目撃証言は、
火事が発生したことについての、駆け込んだ人物の認識を基礎とするもので
あるから、 「黙示的主張」として、理論上伝聞法則の適用が問題となる余地
がある。しかし、当該行為それ自体は、他者に情報を伝達するものではな
く、その意味で「主張」が一切含まれていない。他方、 Baldree判決の事実
関係は、 「Baldreeが薬物の売人である」という「主張」は含まれていない
ものの、少なくとも、 「Baldreeから薬物を買いたい」という電話発信者の
「主張」は含まれているといえる。この点について、佐藤・前掲注（1） 「イ
ギリスにおけるコモンロー上の伝聞法則（2 ．完)」138-139頁参照。
(63） 以上につき、Rv.Baldree,s"mnotell,paras.60,62-63.そもそも、本
件の解決のために、この点について判断を下す必要はなく、 また、プリンシ
プルド・アプローチが確立しているとはいえ、この範囲にまで伝聞説の射程
を及ぼせば、予備尋問の負担の増大など、何かしらの不都合が生じる可能性
があるため、法廷意見では明言を避けたのだと推察される。なお、 Baldree
判決の翌年（2014年）のBadgerow判決において、この論点が問題となる事
実関係が生じ、オンタリオ州控訴裁判所は、これに言及したものの、そこで
は、問題となった証拠が仮に伝聞証拠であるとしても、プリンシプルド・ア
プローチのもとで許容されるという処理がなされている。Rv・Badgerow,
20140NCA272.
(64) HuntandRankin,s""note55,atl87.
(65） むろん、 カナダの方向性に否定的なイギリスの証拠法学者も存在する。
’
’
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例えば、Munday,s""note8,at571-572は、プリンシプルド・アプローチ
によって、予備尋問を開かなければならない場合が増大し、 また、プリンシ
プルド・アプローチに関する判例も増大していることから、裁判所にかなり
の負担が生じると批判している。
(66） なお、改革後のイギリスも、残余裁量の伝聞例外規定（2003年刑事司法
法114条1項(d))が設けられているため、仮に伝聞説に立ったとしても、
「黙示的主張」の許容性について妥当な結論を図ることは不可能ではないが、
同規定は、プリンシプルド・アプローチとは異なり、穣極的な利用が意図さ
れたものではないことから、 これだけでは、伝聞説の採用に踏み切ること
は、少なくともカナダと比べれば、容易ではないといえる。同規定について
は、佐藤・前掲注（1） 「イギリスの法制改革」172-173頁のほか、小山雅亀
「研究ノート ：イギリスの裁判所と欧州人権裁判所との伝聞法則をめぐる
「対話｣－Al-Khawaja判決およびHomcasUe判決を中心に－」西南学院
大学法学論集48巻3＝4号（2016年）353頁注（5）、 354頁注（9）、大谷祐
毅「刑事裁判における公判外供述の証拠使用と証人を審問する権利の役割
（4）」法学協会雑誌136巻8号（2019年） 59-60頁も参照。
〃
